
証券コード 5199
平成27年６月５日

株 主 各 位
東京都千代田区神田錦町三丁目19番地１

取締役社長 伊 藤 研 二

第67回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第67回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）午後５時40分までに折り返しご送付く
ださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
2. 場 所 東京都千代田区神田錦町三丁目19番地１

当社 ５階会議室
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 １ 第67期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告の
内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２ 第67期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計算書類の
内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件
第５号議案 監査等委員である取締役の報酬額設定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上

げます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト (http://www.fujilatex.co.jp/) に、修正後の内容を掲載させていただきます。
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(添付書類)
事 業 報 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度のわが国経済は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動を受け個人消費

に弱さが見られたものの、企業収益の改善や設備投資に持ち直しの動きが見られる等、緩やか

な回復基調で推移してまいりました。

　また、世界経済は、全体として緩やかな回復基調にありました。米国では雇用環境の改善な

どにより個人消費が堅調に推移し、欧州では英国やドイツを中心に景気が持ち直したものの不

安定な状況が続きました。中国では成長の減速傾向が続くものの安定成長に向かい、アジアの

新興国では成長が鈍化し停滞感がありました。

　このような事業環境のもと、当社グループは持続的成長を目指し、お客様に喜んで頂ける製

品造りをコンセプトに多様なニーズに迅速・的確に対応するため、新技術・新製品開発へ積極

的に取り組んでまいりました。また、生産設備の新規導入を中心に生産性向上と設備稼動率向

上に努めるとともに、総人員の圧縮と適正配置、在庫管理の徹底による削減と適正数量確保、

継続的な間接的な固定費削減活動の展開など、生産体制の合理化と業務の効率化を継続して推

進し企業体質の強化に努めてまいりました。さらに、中長期的な視点から生産体制強化に向け

て、生産から出荷・在庫管理に亘る管理システム全般の抜本的改革・整備を継続的に推進しま

した。

　中核事業のひとつである医療機器事業は、主力のコンドームを取巻く市場環境は依然厳しい

状況が続いておりますが、海外市場に向け新たな展望が開け、継続的に開発を進めていた新た

なコンセプトの新製品を上市いたしました。もう一つの主力部門である精密機器事業は、製造

関連企業を中心に顧客ニーズに対応すべく積極的な製品開発と提案営業を推進し、一層の生産

性向上と効率化を進めるため、複数の新規生産ラインを投入してまいりました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は、67億９百万円と前年同期と比べ２億９千７百万円

(4.6%)の増加となりました。

　一方、利益面につきましては、生産合理化を中心に経営全般に亘る効率化を図るとともに諸

経費の節減に努めたものの、価格競争激化によるコスト圧迫、新製品販売テコ入れへ向けた販

促費投入、設備導入による減価償却費負担、さらには一部在庫の評価減を計上したことにより

営業利益は１億８千万円と前年同期と比べ２億２千４百万円(△55.5%)の減益となり、経常利

益は１億６千６百万円と前年同期と比べ１億５千９百万円(△48.9%)の減益となりました。ま
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た、固定資産売却益５千１百万円の特別利益の計上がありましたが、一部事業用資産について

減損損失３億６千２百万円の特別損失を計上したことなどにより、当期純損失は１億５千９百

万円（前年同期は１億６千３百万円の利益）となりました。

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、セグメント損益は、営業利益ま

たは営業損失に基づいております。

① 医療機器事業

主力の国内コンドームは、大型小売店・ドラッグストア・コンビニエンスストアを中心と

した販路開拓に加えネット販売強化についても中核戦略と位置付け、販売チャネルの拡大お

よび新規ルートの開拓を重点的に推進しました。また、昨年末に海外メーカーとのタイアッ

プにて上市した新たなコンセプトによる新製品の販促キャンペーンの展開、ＳＮＳを媒体と

したタイアップ企画、マーケットリサーチの強化、店頭販売の協力体制強化、定番品の確

保、周辺カテゴリー商品の新規投入等に注力しシェア拡大を推進しました。

　国内市場では依然として消費の減少傾向、価格競争、価格の２極化が続き、加えて天然ゴ

ムに代わる新素材製品のシェア上昇傾向も続き、天然ゴム素材製品を主体とする当社は厳し

い展開が続きました。また、冷却商品は競合製品の増加とリピート需要の一巡、アイテム数

の絞込み、一部在庫の評価減計上により売上、利益とも苦戦しました。一方、輸出につきま

しては継続的に展開してきたアジア地域・欧州を中心とした日本製高品質をアピールした新

製品の提案と新規開拓施策が奏功し、新たなオファーに結実し増収に転じました。

　メディカル製品については、医療現場での感染防止意識の高まりにつれて、超音波診断装

置等のプローブカバー(感染予防製品)、内視鏡用の医療バルーンを中心として引き続き堅調

に推移しました。また、医療現場のニーズに応えるべく開発したアレルギーフリー新素材製

品は市場の認知度も上がり引き続き堅調に推移しました。

　この結果、売上高は17億８千５百万円と前年同期と比べ８千３百万円(△4.5%)の減少とな

りました。

　セグメント損益は、生産合理化を継続的に推進し原価低減に努めましたが、売上低迷によ

り増産効果を享受できず、加えて棚卸資産の評価損および先行する大型の販促企画関連コス

ト負担が大きく影響し、３億４千８百万円の損失（前年同期は５千９百万円の損失）となり

ました。

② 精密機器事業

主力のショックアブソーバおよびロータリーダンパーは、景気回復に伴い国内、輸出関連

とも引き続き受注は堅調に推移しました。国内市場においては、製品バリエーションを強化

しさらに進化させた主力の小型ショックアブソーバに加え、従来から製品ラインナップを強
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化すべく開発に注力してきた大型産業用ショックアブソーバおよびエマージェンシーダンパ

ー等も市場に認知され売上増加に寄与しました。一般産業用の分野では設備投資が徐々に回

復するものの、産業用向けショックアブソーバの受注は本格的な回復には至らず伸び悩みま

した。従来から主要な市場として位置付け、重点的に市場開拓を継続している住宅設備関連

の受注が大きく伸長しました。加えて自動車関連、家電、ＯＡ機器関連の分野で受注回復傾

向が顕著になり堅調に推移しました。海外市場では、当社の大手取引先のある欧州の景気低

迷の影響もあり受注は伸び悩みましたが、前年を若干上回る実績となりました。また、当年

度についても従来から推進している製造ラインの全自動化・半自動化、加えて増産に向けた

自動化ラインの新規投入による製造原価低減、人員の適正配置を含めた生産効率化と製造経

費の低減、販売費節減への継続的取り組みを行いコスト圧迫要因の吸収に注力しました。

　この結果、売上高は42億８千９百万円と前年同期と比べ３億９百万円(7.8%)の増加となり

ました。

　セグメント利益は、海外市場でのさらなるコストダウン要求や滞留在庫の処分・評価減の

影響がありましたが、合理化をベースとした原価低減への取り組みや増収効果もあり、８億

５千７百万円と前年同期と比べ１千８百万円（2.2%）の増益となりました。

③ ＳＰ事業

ゴム風船が主力となる販促用品市場はニーズの多様化と市場の縮小が続きましたが、景気

が回復基調にある中、広告販促活動やイベント等に徐々に持ち直しの傾向が見られました。

また、テーマパークでの好調な集客等も寄与し、ヘリウムガスの供給も徐々に回復する中で

市場環境は好転する兆しが見えましたが、本格的な回復には至りませんでした。しかし、従

来から継続している提案営業をベースにした新たな商材の提供が奏功し、主力のゴム風船お

よびフィルムバルーンの受注が持ち直しました。また、限定的ではありますが海外テーマパ

ークへの受注も増加し、売上利益とも底を脱し利益は黒字に転じました。

　この結果、売上高は４億９千１百万円と前年同期と比べ５千２百万円(12.0%)の増加とな

りました。

　セグメント利益は、増収効果もあり３百万円（前期同期は３千万円の損失）となりまし

た。

④ その他

売上高は１億４千２百万円と前年同期と比べ１千８百万円(15.4%)の増加となりました。

　セグメント利益は、値上げ効果が大きく寄与し１千５百万円（前年同期は９百万円の損

失）となりました。
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報告セグメント別売上高

区 分
前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度比増減(△)

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

医療機器事業 1,869,653
千円

29.2
％

1,785,720
千円

26.6
％

△83,933
千円

△4.5
％

精密機器事業 3,979,412
千円

62.1
％

4,289,314
千円

64.0
％

309,902
千円

7.8
％

Ｓ Ｐ 事 業 438,889
千円

6.8
％

491,672
千円

7.3
％

52,783
千円

12.0
％

そ の 他 123,616
千円

1.9
％

142,598
千円

2.1
％

18,981
千円

15.4
％

合 計 6,411,571
千円

100.0
％

6,709,305
千円

100.0
％

297,734
千円

4.6
％

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資については、医療機器事業および精密機器事業等を中心に全体

で５億１千９百万円の設備投資を実施しております。

　

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度中には、グループ各社とも、社債または新株式の発行等による資金調達は

行っておりません。

　

(4) 対処すべき課題

企業業績が回復する中、国内景気の好調が続き緩やかながら景気は回復基調にあると思わ

れます。一方、消費者ニーズの多様化、少子高齢化、実質所得の低下、製造業拠点のグロー

バル化、アジアを中心とした新興国の需要拡大、安全や環境問題、ガバナンスへの取り組み

強化等、当社をとりまく中長期的事業環境につきましてはその基本的構図は大きく変わらな

いものと予想されます。

　この様な経営環境の下で、中長期的な経営の基本方針に基づき引き続き以下の課題に取り

組んでまいります。
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① 技術力の強化、新製品の開発

各事業の枠を超えた新技術、新製品の開発は当社の生命線と考えております。医療機器事

業はコンドームの国内市場では新たな素材の製品が中心に展開するなどの環境変化が見られ

る中、海外も含め新たなマーケットを創造すべく、新素材の開拓、革新的製法の開発・斬新

な発想に基づく新しいジャンル・カテゴリーの製品開発を進めてまいります。精密機器事業

ではハイレベルでユニークな技術をバックに高度化、多様化するニーズに的確に対応し、素

材と高機能を睨んだ製品開発力・企画力をベースとして営業基盤を強化してまいります。さ

らに、生産工場においては、技術・研究開発部門を強化すべく人材の投入と、新製品開発に

資する設備の拡充を継続的に推進してまいります。加えて、永年培ってきた技術・技能を受

け継ぐべき人材の育成に取り組んでまいります。特に、中核となる戦略製品群につきまして

は、革新的な生産技術の開発にチャレンジし、競合他社との差別化とリーディングカンパニ

ーとしての揺るぎ無い地位を確立してまいります。

　これらの新技術、新製品を武器にコンドーム、ショックアブソーバとも、国内はもとより

海外の市場を視野に入れて積極的に営業を展開いたします。

② 新分野・新商材・新規事業への取り組み

当社の中核事業に加え、既存の技術力・営業基盤を生かし新たなコア事業の発掘、創造は

必須であり、戦略的Ｍ＆Ａの手法の活用や新規アライアンスを推進いたします。同時に積極

的に新分野を開拓し、事業領域の拡大と成長分野への進出を実現してまいります。

③ 生産性向上と合理化、効率的な設備投資

全社を挙げてコスト意識の徹底を図ると同時にＩＳＯをベースとした管理体制の強化に注

力し、生販一体となった業務運営により生産性の向上・合理化を推進いたします。自動化設

備ラインの開発と積極的な導入を柱とした生産能力の拡大だけでなく、既存設備の更新等に

あたっては抜本的な生産システムの再構築を視野に、ローコスト運営に資するシステム化を

図りつつ投資効率の高い設備改革に取り組んでまいります。また、各生産拠点の防災対策に

取り組み、事業継続計画の策定を進めてまいります。

④ 海外市場の開拓、ネットワークの拡大

医療機器事業、精密機器事業とも既存の海外ルートに加え、販売ネットワークの拡大に取

り組んでまいります。中国に有する販売・生産拠点の人員配置も含めた拡充を進め、中国拠

点を足掛かりとして中国、欧米、東南アジアへの展開を図り高度な技術に裏付けされた当社

ブランドを前面に掲げた多面的な取り組みを推進いたします。また、欧米に営業拠点の設置

を検討し、営業および技術面のサポート体制を構築いたします。
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⑤ 人材の確保と育成

経営基盤の拡充を図り事業規模の拡大、事業収益力の確実性を向上させるうえでは組織体

制の強化と維持は不可欠であり、優れた人材の確保と育成は最重要課題の一つとして認識し

ております。個々の能力とモチベーション、さらには新たな創意工夫を引き出す環境の整備

を行い、引き続き優秀な人材の採用と育成に注力いたします。

⑥ 財務体質の強化

製造業として生命線のひとつである設備投資および研究開発関連投資の原資を確保するた

めに、収益性の向上を図ります。さらに、運転資金の削減を図ると同時に、財務体質の強化

に努めます。課題のひとつに掲げた生産性向上と合理化の推進により総合的なモノづくりシ

ステムの改善を図り、受注から出荷に至る一連の生産サイクルにおける適正棚卸資産の維持

に努め運転資金の削減を図り、加えて適切な基準に基づく資産評価により経営環境の変化に

対応できる財務体質の強化・改善に努めてまいります。

⑦ 経営管理体制の整備と拡充

内部統制管理、コンプライアンス、リスク管理、情報管理、情報開示体制等、経営管理体

制の一層の強化を進めてまいります。業容の拡大を支え成長戦略を推進する中で、変化に強

くかつ柔軟な対応ができる全社的レベルのＩＴシステム構築を中核とした経営インフラの整

備と再構築に取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し

上げます。
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(5) 財産および損益の状況の推移

区 分
第64期

平成24年３月期
第65期

平成25年３月期
第66期

平成26年３月期

第67期
(当連結会計年度)
平成27年３月期

売 上 高 6,625,856
千円

6,170,877
千円

6,411,571
千円

6,709,305
千円

経 常 利 益 338,354
千円

268,301
千円

325,232
千円

166,199
千円

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△）

280,861
千円

158,962
千円

163,142
千円

△159,670
千円

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

22.07
円

12.50
円

12.83
円

△12.56
円

総 資 産 8,343,309
千円

8,163,211
千円

8,730,766
千円

8,201,184
千円

純 資 産 2,041,509
千円

2,157,546
千円

2,251,706
千円

2,125,684
千円

１株当たり純資産額 160.46
円

169.62
円

177.06
円

167.19
円

自 己 資 本 比 率 24.5
％

26.4
％

25.8
％

25.9
％

(6) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

不 二 ラ イ フ ㈱ 38,000千円 100.00

％

医療機器の販売

FUJI LATEX SHANGHAI CO.,LTD. 300千US$ 100.00

％

緩衝器の輸出入および中国国内での
販売
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(7) 主要な事業内容

事 業 区 分 事 業 内 容

医 療 機 器 事 業 コンドーム、水枕、プローブカバーの製造および販売

精 密 機 器 事 業 緩衝器の製造および販売

Ｓ Ｐ 事 業 バルーン、販売促進用品の販売

そ の 他 電工用手袋、食容器の製造および販売

(8) 主要な営業所および工場

① 当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 千 代 田 区 栃 木 工 場 栃 木 県 栃 木 市

大 阪 支 社 大 阪 市 淀 川 区 新 栃 木 工 場 栃 木 県 栃 木 市

名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 市 名 東 区 真 岡 工 場 栃 木 県 真 岡 市

福 岡 営 業 所 福 岡 市 博 多 区

② 子会社

名 称 所 在 地

不 二 ラ イ フ ㈱ 東 京 都 千 代 田 区

FUJI LATEX SHANGHAI CO.,LTD. 中 国 上 海 市
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(9) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

263 名 11名減

(注) 1. 従業員数は就業人員であります。
2. 従業員数には、臨時従業員（年間平均人員92名）を含めておりません。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

男 性 192 名 ２名減 40.9 歳 13.5 年

女 性 63 名 10名減 42.3 歳 18.3 年

合計または平均 255 名 12名減 41.3 歳 14.7 年

(注) 1. 従業員数は就業人員であります。
2. 従業員数には、臨時従業員（年間平均人員90名）を含めておりません。

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

㈱ り そ な 銀 行 637,500
千円

㈱ み ず ほ 銀 行 485,500
千円

㈱ 三 井 住 友 銀 行 457,500
千円

㈱ 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 457,500
千円

㈱ 足 利 銀 行 380,000
千円

㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 305,000
千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 ㈱ 305,000
千円

㈱ 百 十 四 銀 行 80,000
千円

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 30,000,000 株

(2) 発行済株式の総数 12,861,992 株 （自己株式 147,612 株を含む）

(3) 株 主 数 1,634 名

(4) 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

岡 本 和 子 1,896
千株

14.92
％

岡 本 昌 大 1,366
千株

10.75
％

岡 本 和 大 1,249
千株

9.82
％

岡 本 明 大 1,060
千株

8.34
％

不二ラテックス共栄会 541
千株

4.26
％

㈱ り そ な 銀 行 400
千株

3.15
％

岡 本 正 敏 331
千株

2.61
％

森 貴 義 300
千株

2.36
％

㈱ 大 木 275
千株

2.16
％

オ カ モ ト ㈱ 268
千株

2.11
％

(注) 持株比率は自己株式（147,612株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成27年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 社 長
( 代 表 取 締 役 )

伊 藤 研 二 FUJI LATEX SHANGHAI CO.,LTD.董事長

専 務 取 締 役
( 代 表 取 締 役 )

岡 本 昌 大
経営統轄本部長兼医療機器本部長兼研究開発部長
不二ライフ㈱代表取締役

常 務 取 締 役 畑 山 幹 男
管理本部長兼財務部長兼総務部長兼内部統制推進室
長兼基幹システム構築室長兼法務室長

取 締 役 渡 邉 正 徳 精密機器本部長兼海外営業部長

常 勤 監 査 役 柏 村 明 克

監 査 役 菅 野 秀 則

監 査 役 深 沢 岳 久 弁護士

監 査 役 辻　 新 六

(注) 監査役のうち、深沢岳久および辻新六の両氏は社外監査役であり、東京証券取引所が指定を義務
付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。
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(2) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 報酬等の額

取 締 役 ４名 71百万円

監 査 役 ４名 23百万円
（うち社外監査役） （ ２名） （ ７百万円）

合 計 ８名 94百万円

(注) 上記には、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額（賞与を含む）を含めておりません。

(3) 社外役員に関する事項

① 当事業年度における主な活動状況

氏 名 主 な 活 動 状 況

深 沢 岳 久
（社 外 監 査 役）

当事業年度開催の取締役会および監査役会への出席率は100％であります。弁
護士としての専門的見地から、内部統制における危機管理やコンプライアン
ス等の法的処理および契約等について、発言および助言を適宜行いました。

辻　 新 六
（社 外 監 査 役）

当事業年度開催の取締役会および監査役会への出席率は100％であります。経
営学の学識経験者（元大学教授）としての専門的見地から、内部統制におけ
る危機管理や人材育成、ＩＴ関連、工場の業務改善等について、発言および
助言を適宜行いました。

② 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外監査役との間に会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限

度額は、法令が規定する最低責任限度額としております。

③ 社外取締役を置くことが相当でない理由

当社は、最近の状況に鑑み、社外取締役を置くことを検討しておりましたが、その選任

議案を株主総会に提案するには至っておりませんでした。本定時株主総会において、株主

総会参考書類に記載のとおり、社外取締役の選任を提案しております。
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4. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

仰星監査法人

(注) 当社の会計監査人でありました明和監査法人（消滅法人）は、平成26年７月１日付で仰星監査法
人（存続法人）と合併いたしました。これに伴いまして、仰星監査法人が会計監査人となってお
ります。

(2) 報酬等の額

区 分 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 　 17百万円

当社および子会社が支払うべき金銭その他
財産上の利益の合計額

　 17百万円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取
引法に基づく監査の報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できな
いため、上記金額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 金額には消費税等を含めておりません。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場

合には、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解

任した旨と解任の理由を報告いたします。

(4) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会計監査人との間に会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、法令が規定する最低責任限度額としております。
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5. 会社の体制および方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」を取

締役会において決議し、以下の体制をとっております。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

全取締役、全使用人に法令・定款の遵守を徹底するため、ＣＳＲ委員会を設置し、その

下にコンプライアンス部会、危機管理部会、環境管理部会を設置しております。また、同

委員会および各部会組成の趣旨に従い同委員会および各部会を適切に運営すると同時に、

全取締役、全使用人が法令・定款および当社の経営理念を遵守して行動をとるための『行

動規範』および『行動指針』を定めております。

ＣＳＲ委員を選任した上で、各部署にＣＳＲ責任者を配置し総務部に事務局を設置して

おり、同事務局はＣＳＲに関わる事項を企画・立案するとともに各社員からの報告相談窓

口となり委員長、委員に報告を行っております。

万一ＣＳＲに関連する事態が発生した場合には、その内容・対処案が責任者、委員を通

じ社長、取締役会、監査役に報告される体制を構築しております。

また、使用人が法令もしくは定款上疑義ある行為等を発見した場合にそれを報告通報し

ても当該使用人に不利益な扱いを行わない旨等を規定する『内部通報者保護規程』を制定

しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報・文書の取り扱いは、当社社内規程およびそれに関する

各管理マニュアルに従い適切に保存および管理の運用を実施し、必要に応じて運用状況の

検証、各規程等の見直し等を行っております。

取締役および監査役は『文書管理規程』により、常時これらの文書等を閲覧できるもの

としております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為や異常事態、緊急

事態が発生・発見された場合は、直ちに危機管理部会を招集し、その内容およびそれがも

たらす損失の程度等について直ちに検討・対応する体制を構築しております。

業務監査室は各部門の日常的な業務全般に亘り管理状況を監査する中で、法令・定款違

反その他の事由に基づきリスク発生の危険のある業務執行行為が発生した場合はその内

容、それがもたらすリスクの程度についてＣＳＲ事務局（危機発生時は危機管理部会事務
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局）に報告し検討を行い、必要に応じ取締役会、監査役会に報告する体制としておりま

す。また、取締役会はリスク管理体制を逐次見直し、問題点の把握と改善に努めておりま

す。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は月１回の定例取締役会および適宜臨時取締役会を開催し、取締役の職務の執

行が効率的に行われる体制を確保すると同時に、付議基準に該当する重要事項に関して迅

速に的確な意思決定を行っております。

さらに、各部門の責任者および執行役員以上をもって構成する全社会議を毎月開催し、

業務執行状況ならびに経営計画の進捗状況を確認・協議することで経営情報の共有を図

り、その協議内容・指示に基づき各部門責任者は業務を展開する体制としております。ま

た、経営統轄本部の副本部長以上を中心とした会議を毎週１回開催し、タイムリーな事案

を経営トップに報告し、その対応方針等を協議し迅速・的確に業務を推進する体制を構築

しております。

取締役、執行役員については経営責任を明確にし、経営環境の変化に柔軟迅速に対応す

るために任期を１年としております。

経営計画の管理については、経営理念を軸に毎年策定する年度計画および中期経営計画

に基づき各業務執行部門・事業部において目標を設定し、各担当取締役・執行役員は施

策・業務遂行体制を決定し、その遂行状況は全社会議をはじめとした各会議等にて定期的

に報告を行っております。

⑤ 当社ならびに当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

子会社等の関係会社管理の担当部署として財務部内に関連事業課を置き、子会社を含む

企業集団として業務の適正を確保するため、子会社経営者等と常に接点を持ち経営全般に

ついて協議を行っております。また、子会社の取締役や監査役に親会社から複数名を派遣

し、子会社が親会社の経営方針に沿って適正に運営されていることを確認する体制として

おります。

さらに、コンプライアンスに関する問題、リスク管理に関する問題等は親会社が子会社

を含めて管理する体制とし、年度経営計画、予算、決算等の一定事項について親会社と事

前協議を行い、指示または承認を得るものとし月次決算等の所定の事項については報告を

する体制とし、子会社の業務監査についても親会社が実施する体制としております。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項

監査役の職務を補助すべき部署として業務監査室を設置し、兼務の使用人を１名以上配

置するものとしております。また、監査役より業務監査に必要な補助業務を求められた使

用人は適切に対応できる体制としております。

⑦ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

当該使用人の任命等人事権に係る事項の決定には、監査役会と事前に十分な協議を行う

等、取締役からの独立性を確保するよう配慮を行う体制としております。

⑧ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制

取締役および使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要

な報告および情報提供を行うこととしております。

監査役は、取締役会、全社会議、その他の重要な会議に出席し、取締役および使用人か

ら重要事項の報告を受けるものとしており、そのために事前に日程等を連絡し出席を依頼

する体制としております。

また、次のような重大・緊急事由が発生した場合は、取締役および使用人は遅滞なく監

査役に報告をしております。

1. 当社およびグループ会社の信用面、業績面に重大な影響を及ぼす恐れのある法律上

または財務上の問題

2. 法令・定款違反、不正行為で重大なもの

3. コンプライアンス上の通報で重大なもの

4. 重大な被害を与えたもの、受けたもの、その恐れのあるもの

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は重要な意思決定経緯や業務執行状況を把握するため取締役会等の重要会議に出

席するとともに、稟議書等業務執行に係る重要文書を閲覧し取締役および使用人に説明を

求めることができ、さらに監査役は管理部門に協力を要請し、監査業務のサポートを求め

ることができる体制としております。

常勤監査役、非常勤監査役、非常勤社外監査役２名の計４名で構成する監査役会を毎月

開催し重要事項につき協議するほか、定期的に会計監査人との情報交換を実施し、特に財

務上の問題点につき協議しております。
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監査役は、社長、会計監査人、業務監査室、各事業部門、グループ各社の取締役等との

情報交換に努め、連携を保ちながら監査の実効性を確保し監査業務の遂行を図っておりま

す。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

金融商品取引法第24条の４の４に規定される内部統制報告書の提出を適正に行うため、

取締役社長直轄の内部統制推進室が財務報告に係る内部統制の仕組みを整備し、法令等へ

の適合性と財務報告の信頼性を確保するための体制を構築しております。

また、取締役社長直轄の業務監査室が内部統制活動の整備・運用状況を監査し、取締役

社長に報告しております。

⑪ 反社会的勢力による被害を防止するための体制

反社会的勢力による被害を防止するため、行動指針に『市民社会の秩序や安全に脅威を

与える反社会的勢力、団体とは断固として対決するものとし、一切の関係を遮断します。

また、これらの活動を助長するような行為を行いません。トラブルが発生した場合は企業

を挙げて立ち向かいます。』と定め、全社的に取組んでおります。

また、総務部を対応統括部署として不当要求防止責任者を設置し、反社会的勢力からの

不当要求に屈しない体制を構築しております。

さらに、神田特殊暴力防止対策協議会および警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に所属

し、神田警察署、警視庁組織犯罪対策課と連携し、指導を受けるとともに情報の共有化を

図っております。

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

特に定めておりません。

(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

① 剰余金の配当等に関する基本方針

当社は株主の皆様に対する利益を最重要経営課題のひとつとして位置付け、企業体質の

一層の充実・強化と将来に向けた積極的な事業展開を推進し１株当たり利益の継続的な増

加に努めます。この方針のもと、配当金につきましては業績に応じ、また適正な内部留保

の充実、新規投資計画を考慮しつつ安定的な配当の継続に努めてまいります。

当社の配当につきましては、期末配当の年１回を基本的な方針とし、配当の決定機関は

取締役会であります。
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② 当事業年度における剰余金の配当等の状況

当事業年度の配当金につきましては、当期において純損失の計上となること、また、将

来の事業展開に備えるとともに設備投資を柱とした収益基盤の強化と財務基盤の安定を図

ることを優先すべきと判断し、誠に遺憾ではありますが配当の実施を見送り無配とさせて

いただきます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　(注) 本事業報告に記載の金額および株式数は表示単位未満を切り捨てて表示しており、その他は表示単位

未満を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成27年３月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

特 許 権

借 地 権

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

5,252,610

1,648,740

1,949,136

24,881

317,995

550,702

571,197

94,789

95,701

△533

2,942,229

2,318,113

690,459

115,552

1,150,660

261,470

8,555

91,414

165,223

6,562

856

26

151,039

6,738

458,893

286,365

159,521

15,968

△2,962

6,344

6,344

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

１ 年 内 償 還 予 定 社 債

１年内返済予定長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

そ の 他

4,275,903

1,242,183

2,308,000

20,000

200,000

67,347

1,436

38,505

204,124

112,250

82,055

1,799,596

440,000

600,000

317,142

19,069

126,526

238,507

58,350

負 債 合 計 6,075,500

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

退職給付に係る調整累計額

1,789,129

643,099

248,362

928,442

△30,775

336,554

55,528

275,145

21,339

△15,458

純 資 産 合 計 2,125,684

資 産 合 計 8,201,184 負債及び純資産合計 8,201,184

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 6,709,305

売 上 原 価 5,241,813

売 上 総 利 益 1,467,492

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,287,279

営 業 利 益 180,212

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 5,256

受 取 賃 貸 料 10,841

受 取 保 険 金 33,273

そ の 他 12,186 61,556

営 業 外 費 用

支 払 利 息 59,084

賃 貸 費 用 3,794

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 8,000

そ の 他 4,690 75,569

経 常 利 益 166,199

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 51,865 51,865

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 27

減 損 損 失 362,964

固 定 資 産 除 却 損 1,030 364,021

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 145,957

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,147

法 人 税 等 調 整 額 5,565 13,713

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 損 失 159,670

当 期 純 損 失 159,670

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

残 高 及 び 変 動 事 由
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 643,099 248,362 1,055,090 △30,300 1,916,252

会計方針の変更による累積的影響額 45,282 45,282

会計方針の変更を反映した当期首残高 643,099 248,362 1,100,372 △30,300 1,961,534

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △63,585 △63,585

当 期 純 損 失 （△） △159,670 △159,670

土地再評価差額金の取崩 51,325 51,325

自 己 株 式 の 取 得 △474 △474

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △171,930 △474 △172,404

当 期 末 残 高 643,099 248,362 928,442 △30,775 1,789,129

(単位：千円)

残 高 及 び 変 動 事 由

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 30,743 312,412 12,972 △20,673 335,454 2,251,706

会計方針の変更による累積的影響額 45,282

会計方針の変更を反映した当期首残高 30,743 312,412 12,972 △20,673 335,454 2,296,989

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △63,585

当 期 純 損 失 （△） △159,670

土地再評価差額金の取崩 51,325

自 己 株 式 の 取 得 △474

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

24,784 △37,266 8,367 5,214 1,099 1,099

当 期 変 動 額 合 計 24,784 △37,266 8,367 5,214 1,099 △171,304

当 期 末 残 高 55,528 275,145 21,339 △15,458 336,554 2,125,684

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ２社

不二ライフ㈱、FUJI LATEX SHANGHAI CO.,LTD.

(2) 非連結子会社

該当ありません。

2. 持分法の適用に関する事項

該当ありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

FUJI LATEX SHANGHAI CO.,LTD.を除き、すべて連結決算日と一致しております。

FUJI LATEX SHANGHAI CO.,LTD.の決算日は、12月31日でありますが、連結計算書類作成にあたっては、

決算日の差異が３ヶ月以内であるので、子会社の計算書類を使用しております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの･･･決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

・時価のないもの･･･移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

・連結計算書類作成会社･･･移動平均法

・連結子会社･･･最終仕入原価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く)

定率法によっております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。なお、耐用年数及び

残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３年ないし５年）

に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。

なお、残存価額については、リース契約上に残価保証があるものは当該残価保証額とし、それ以外

のものはゼロとしております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対し支給する賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち会社で定めた支給対象期間中

の当連結会計年度負担分を計上しております。
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(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 繰延資産の処理方法

社債発行費
償還期間にわたり、定額法により償却しております。

　② 退職給付に係る会計処理の方法
　・退職給付見込額の期間帰属方法
　 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。
　・数理計算上の差異の費用処理方法
　 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしております。

③ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。
④ 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以
下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲
げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給
付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を「割
引率の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数による方法」から「退職給
付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法」へ変更い
たしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連
結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加算
しております。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が69,665千円減少し、利益剰余金が45,282千円増
加しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純損失に与える影響は
軽微であります。
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（連結貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

建 物 662,760千円

土 地 961,482千円

計 1,624,243千円

担保に係る債務

短 期 借 入 金 2,008,000千円

１年内返済予定長期借入金 160,000千円

長 期 借 入 金 480,000千円

計 2,648,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,949,393千円
3. 土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号 平成13年６月29日）に基づき、平成

14年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。

なお、再評価差額については、「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日

公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官

が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って計算する方法により算出しておりま

す。

再評価を行った年月日

平成14年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△108,865千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 当連結会計年度末日における発行済株式の数

普通株式 12,861,992株

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年５月15日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 63,585千円 5.00円 平成26年３月31日 平成26年６月27日

(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、主にコンドーム及び緩衝器の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必

要な資金(主に銀行借入や社債発行)を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用

し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回

避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事

業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、原

則として外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジしておりま

す。有価証券及び投資有価証券は、主に一時所有目的の株式と債券であり市場価格の変動リスクに晒され

ております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料

等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されています。借入金、社債及びファイナ

ンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたもので、償還日は

決算日後、最長で７年であり、借入金は変動金利、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務

は固定金利であります。なお、シンジケート・ローン契約40億円には財務制限条項があり、抵触した場合

は期限の利益を喪失するリスクがあります。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし

た先物為替予約取引に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であ

ります。なお、当連結会計年度は、該当するデリバティブ取引はありません。

― 27 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月22日 15時54分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



2. 金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 1,648,740 1,648,740 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,949,136 1,949,136 ―

(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 165,029 165,029 ―

資 産 計 3,762,906 3,762,906 ―

(1) 支払手形及び買掛金 1,242,183 1,242,183 ―

(2) 短期借入金 2,308,000 2,308,000 ―

(3) 社債 460,000 460,000 ―

(4) 長期借入金 800,000 800,000 ―

負 債 計 4,810,183 4,810,183 ―

（注1）金融商品の時価の算定方法

資 産

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(2) 受取手形及び売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、株式及び債券は取引所の価格によっております。

負 債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 社債

当社の発行する社債の時価は、市場価格のないものであり、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び

信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(4) 長期借入金

時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。
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（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式(千円) 121,335

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証

券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たりの純資産額 167円19銭

2. １株当たりの当期純損失 12円56銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成27年３月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
特 許 権
借 地 権
商 標 権
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

5,095,194
1,494,885
577,170

1,379,102
24,881
314,762
550,702
570,781
94,195
49,458
39,794
△540

3,082,159
2,349,695
665,654
24,804
115,552
90,284

1,183,372
261,470
8,555

164,736
6,562
856
26

151,037
6,253

567,727
286,365
127,542

20
487

141,741
3,213
8,844
△488
6,344
6,344

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１ 年 内 償 還 予 定 社 債
１年内返済予定長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 消 費 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金
設 備 関 係 支 払 手 形
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
長 期 預 り 保 証 金
そ の 他

4,252,996
969,511
258,331

2,308,000
20,000
200,000
67,347
31,768
202,849
36,822
21,482
110,661
20,432
5,790

1,765,082
440,000
600,000
317,142
19,069
126,526
204,193
5,500
52,650

負 債 合 計 6,018,078
純 資 産 の 部

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金

1,834,946
643,099
248,362
248,362
974,258
175,375
798,883
242,000
556,883
△30,775
330,673
55,528
275,145

純 資 産 合 計 2,165,619
資 産 合 計 8,183,698 負債及び純資産合計 8,183,698

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 6,600,592

売 上 原 価 5,210,392

売 上 総 利 益 1,390,199

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,223,445

営 業 利 益 166,754

営 業 外 収 益

受 取 利 息 318

受 取 配 当 金 4,754

受 取 賃 貸 料 13,593

為 替 差 益 5,293

受 取 保 険 金 33,273

雑 収 入 7,532 64,764

営 業 外 費 用

支 払 利 息 56,453

社 債 利 息 2,631

社 債 発 行 費 償 却 2,239

賃 貸 費 用 4,050

支 払 保 証 料 2,172

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 8,000

雑 損 失 204 75,750

経 常 利 益 155,768

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 51,865 51,865

特 別 損 失

減 損 損 失 363,711

固 定 資 産 除 却 損 1,022 364,734

税 引 前 当 期 純 損 失 157,100

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,076

法 人 税 等 調 整 額 4,933 10,009

当 期 純 損 失 167,110

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

残 高 及 び 変 動 事 由

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 643,099 248,362 175,375 242,000 690,971 1,108,346

会計方針の変更による累積的影響額 45,282 45,282

会計方針の変更を反映した当期首残高 643,099 248,362 175,375 242,000 736,254 1,153,629

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △63,585 △63,585

当 期 純 損 失 （△） △167,110 △167,110

土地再評価差額金の取崩 51,325 51,325

自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額)
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― △179,370 △179,370

当 期 末 残 高 643,099 248,362 175,375 242,000 556,883 974,258
　

(単位：千円)

残 高 及 び 変 動 事 由

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △30,300 1,969,508 30,743 312,412 343,155 2,312,664

会計方針の変更による累積的影響額 45,282 45,282

会計方針の変更を反映した当期首残高 △30,300 2,014,790 30,743 312,412 343,155 2,357,946

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △63,585 △63,585

当 期 純 損 失 （△） △167,110 △167,110

土地再評価差額金の取崩 51,325 51,325

自 己 株 式 の 取 得 △474 △474 △474
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額)

24,784 △37,266 △12,482 △12,482

当 期 変 動 額 合 計 △474 △179,844 24,784 △37,266 △12,482 △192,326

当 期 末 残 高 △30,775 1,834,946 55,528 275,145 330,673 2,165,619

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

・時価のあるもの･･･決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

・時価のないもの･･･移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

移動平均法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、建物 (建物附属設備を除く）については、定額法によっております。なお、耐用年数及び残

存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３年ないし５年）に

基づく定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。

なお、残存価額については、リース契約上に残価保証があるものは当該残価保証額とし、それ以外の

ものはゼロとしております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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(2) 賞与引当金

従業員に対し支給する賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち会社で定めた支給対象期間中の

当事業年度負担分を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

　 ② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

社債発行費

償還期間にわたり、定額法により償却しております。

(2) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処

理の方法と異なっております。

(3) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

(4) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以
下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲
げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見
込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を「割引率
の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数による方法」から「退職給付の
支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法」へ変更いたし
ました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事
業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加算
しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が69,665千円減少し、繰越利益剰余金が45,282千円増加し
ております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純損失に与える影響は軽微でありま
す。

（貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

建 物 662,760千円

土 地 980,465千円

計 1,643,225千円

担保に係る債務

短 期 借 入 金 2,008,000千円

１年内返済予定長期借入金 160,000千円

長 期 借 入 金 480,000千円

計 2,648,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,928,901千円
3. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 24,574千円

関係会社に対する短期金銭債務 2,146千円
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4. 土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号 平成13年６月29日）に基づき、平成

14年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。

なお、再評価差額については、「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日

公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官

が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って計算する方法により算出しておりま

す。

再評価を行った年月日

平成14年３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△144,675千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

(1) 関係会社に対する売上高 100,587千円

(2) 関係会社からの仕入高 38,181千円

(3) 関係会社との営業取引以外の取引高 6,601千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 147,612株
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（税効果会計に関する注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動資産

(繰延税金資産)

賞与引当金 35,743千円

たな卸評価損 54,844千円

その他 3,606千円

繰延税金資産合計 94,195千円

固定資産

(繰延税金資産)

退職給付引当金 64,320千円

役員退職慰労未払金 16,584千円

投資有価証券評価損 13,023千円

ゴルフ会員権評価損 7,816千円

減損損失 8,253千円

減価償却費の償却超過額 74,068千円

繰延税金資産小計 184,067千円

評価性引当額 △42,325千円

繰延税金資産合計 141,741千円

固定負債

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 19,069千円

土地再評価に係る繰延税金負債 126,526千円

繰延税金負債合計 145,596千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当事業年度については、税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。
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3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に

公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日

以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.0％から、回収又は支払が見込

まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは32.3％、平成28年４月１日以降のもの

については31.5%にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）は21,504千円減少し、法人税等調整額

が23,730千円、その他有価証券評価差額金が2,226千円それぞれ増加しております。

また、再評価に係る繰延税金負債は14,058千円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たりの純資産額 170円33銭

2. １株当たりの当期純損失 13円14銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月19日

不二ラテックス株式会社

取締役会 御中

仰 星 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 﨑 清 孝 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 川 一 男 ㊞

業務執行社員 公認会計士 鈴 木 誠 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、不二ラテックス株式会社の平成26年４月１日か
ら平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。

監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、不二ラテックス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月19日

不二ラテックス株式会社

取締役会 御中

仰 星 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 﨑 清 孝 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 川 一 男 ㊞

業務執行社員 公認会計士 鈴 木 誠 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、不二ラテックス株式会社の平成26年４月
１日から平成27年３月31日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び

その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明

細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続

が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第67期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり

報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、業務監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境整備に努めるととも

に、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び業務監査室その他の使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役

の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確

保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査いたしました。以

上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規

則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当

該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び

その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月22日

不二ラテックス株式会社 監査役会

常勤監査役 柏 村 明 克 ㊞

監 査 役 菅 野 秀 則 ㊞

社外監査役 深 沢 岳 久 ㊞

社外監査役 辻　 新 六 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

1.提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施行

されたことに伴い、新たに監査等委員会設置会社への移行が可能となりましたので、取

締役会の監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの充実という観点から、監査

等委員会設置会社へと移行いたしたく、定款の一部を変更するものであります。

また、業務執行を行わない取締役につきましても、責任限定契約を締結することが可

能となりましたので、その期待される役割を十分に発揮できるようにするために、定款

の一部を変更するものであります。なお、当該変更につきましては、各監査役の同意を

得ております。

その他、上記の各変更に伴う条数等の変更を行うものであります。

2.変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第 １ 章 総 則 第 １ 章 総 則

第 １ 条～第 ３ 条 （ 条文省略 ） 第 １ 条～第 ３ 条 （ 現行どおり ）

（ 機 関 ） （ 機 関 ）
第 ４ 条 当会社は、株主総会および取締役のほか、

次の機関を置く。
第 ４ 条 当会社は、株主総会および取締役のほか、

次の機関を置く。
（１）取締役会 （１）取締役会
（２）監査役 （２）監査等委員会
（３）監査役会 （３）会計監査人
（４）会計監査人

第 ５ 条～第 17 条 （ 条文省略 ） 第 ５ 条～第 17 条 （ 現行どおり ）
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現 行 定 款 変 更 案

第 ４ 章 取締役および取締役会 第 ４ 章 取締役および取締役会

（ 員 数 ） （ 員 数 ）
第 18 条 当会社の取締役は12名以内とする。 第 18 条 当会社の取締役（監査等委員である取締役

を除く。）は、12名以内とする。
（ 新 設 ） ２ 当会社の監査等委員である取締役は、４名

以内とする。

（ 選任方法 ） （ 選任方法 ）
第 19 条 取締役は、株主総会において選任する。 第 19 条 取締役は、監査等委員である取締役とそれ

以外の取締役とを区別して、株主総会におい
て選任する。

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の３分の１以上を有
する株主が出席し、その議決権の過半数をも
って行う。

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の３分の１以上を有
する株主が出席し、その議決権の過半数をも
って行う。

３ 取締役の選任決議は、累積投票によらない
ものとする。

３ 取締役の選任決議は、累積投票によらない
ものとする。

（ 任 期 ） （ 任 期 ）
第 20 条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結のときまでとする。

第 20 条 取締役（監査等委員である取締役を除く。）
の任期は、選任後１年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会の
終結のときまでとする。

（ 新 設 ） ２ 監査等委員である取締役の任期は、選任後
２年以内に終了する事業年度のうち最終のも
のに関する定時株主総会の終結のときまでと
する。

（ 新 設 ） ３ 任期の満了前に退任した監査等委員である
取締役の補欠として選任された監査等委員で
ある取締役の任期は、退任した監査等委員で
ある取締役の任期の満了するときまでとす
る。

（ 代表取締役および役付取締役 ） （ 代表取締役および役付取締役 ）
第 21 条 取締役会は、その決議によって代表取締役

を選定する。
第 21 条 取締役会は、その決議によって取締役（監

査等委員である取締役を除く。）の中から代
表取締役を選定する。

２ 取締役会は、その決議によって取締役会
長、取締役社長各１名、取締役副社長、専務
取締役、常務取締役各若干名を定めることが
できる。

２ 取締役会は、その決議によって取締役会
長、取締役社長各１名、取締役副社長、専務
取締役、常務取締役各若干名を定めることが
できる。
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現 行 定 款 変 更 案

第 22 条 （ 条文省略 ） 第 22 条 （ 現行どおり ）

（ 取締役会の招集通知 ） （ 取締役会の招集通知 ）
第 23 条 取締役会の招集通知は、会日の３日前まで

に各取締役および各監査役に対して発する。
ただし、緊急の必要があるときは、この期間
を短縮することができる。

第 23 条 取締役会の招集通知は、会日の３日前まで
に各取締役に対して発する。ただし、緊急の
必要があるときは、この期間を短縮すること
ができる。

２ 取締役および監査役の全員の同意があると
きは、招集の手続きを経ないで取締役会を開
催することができる。

２ 取締役の全員の同意があるときは、招集の
手続きを経ないで取締役会を開催することが
できる。

（ 新 設 ） （ 重要な業務執行の委任 ）
第 24 条 当会社は、会社法第399条の13第６項の規

定により、取締役会の決議をもって、重要な
業務執行（同条第５項各号に掲げる事項を除
く。）の決定の全部または一部を取締役に委
任することができる。

第 24 条～第 25 条 （ 条文省略 ） 第 25 条～第 26 条 （ 条文省略 ）

（ 取締役会の議事録 ） （ 取締役会の議事録 ）
第 26 条 取締役会における議事の経過の要領および

その結果ならびにその他法令に定める事項に
ついては、これを議事録に記載または記録
し、出席した取締役および監査役がこれに記
名押印または電子署名する。

第 27 条 取締役会における議事の経過の要領および
その結果ならびにその他法令に定める事項に
ついては、これを議事録に記載または記録
し、出席した取締役がこれに記名押印または
電子署名する。

（ 報酬等 ） （ 報酬等 ）
第 27 条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対

価として当会社から受ける財産上の利益（以
下、「報酬等」という。） は、株主総会の決
議によって定める。

第 28 条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対
価として当会社から受ける財産上の利益は、
監査等委員である取締役とそれ以外の取締役
とを区別して、株主総会の決議によって定め
る。
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現 行 定 款 変 更 案

（ 取締役の責任免除 ） （ 取締役の責任免除 ）
第 28 条 当会社は、会社法第426条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる取締役（取締
役であった者を含む。）の損害賠償責任を、
法令の限度において、取締役会の決議によっ
て免除することができる。

第 29 条 当会社は、会社法第426条第１項の規定に
より、任務を怠ったことによる取締役（取締
役であった者を含む。）の損害賠償責任を、
法令の限度において、取締役会の決議によっ
て免除することができる。

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定に
より、社外取締役との間に任務を怠ったこと
による損害賠償責任を限定する契約を締結す
ることができる。ただし、当該契約に基づく
責任の限度額は、法令に定める最低責任限度
額とする。

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定に
より、取締役（業務執行取締役等である者を
除く。） との間に、任務を怠ったことによる
損害賠償責任を限定する契約を締結すること
ができる。ただし、当該契約に基づく責任の
限度額は、法令に定める最低責任限度額とす
る。

第 ５ 章 監査役および監査役会 第 ５ 章 監査等委員会

（ 新 設 ） （ 監査等委員会 ）
第 30 条 監査等委員会は、監査等委員である取締役

で組織する。
２ 監査等委員会は、その決議によって常勤の
監査等委員を選定することができる。

（ 新 設 ） （ 監査等委員会の招集通知 ）
第 31 条 監査等委員会の招集通知は、会日の３日前

までに各監査等委員に対して発する。ただ
し、緊急の必要があるときは、この期間を短
縮することができる。

２ 監査等委員全員の同意があるときは、招集
の手続きを経ないで監査等委員会を開催する
ことができる。

（ 新 設 ） （ 監査等委員会の議事録 ）
第 32 条 監査等委員会における議事の経過の要領お

よびその結果ならびにその他法令に定める事
項については、これを議事録に記載または記
録し、出席した監査等委員がこれに記名押印
または電子署名する。

（ 新 設 ） （ 監査等委員会規程 ）
第 33 条 監査等委員会に関する事項については、法

令または本定款のほか、監査等委員会におい
て定める監査等委員会規程による。
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現 行 定 款 変 更 案

（ 員 数 ） （ 削 除 ）
第 29 条 当会社の監査役は、４名以内とする。

（ 選任方法 ） （ 削 除 ）
第 30 条 監査役は、株主総会において選任する。

２ 監査役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の３分の１以上を有
する株主が出席し、その議決権の過半数をも
って行う。

（ 任 期 ） （ 削 除 ）
第 31 条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結のときまでとする。

２ 任期満了前に退任した監査役の補欠として
選任された監査役の任期は、退任した監査役
の任期の満了するときまでとする。

（ 常勤の監査役 ） （ 削 除 ）
第 32 条 監査役会は、その決議によって常勤の監査

役を選定する。

（ 監査役会の招集通知 ） （ 削 除 ）
第 33 条 監査役会の招集通知は、会日の３日前まで

に各監査役に対して発する。ただし、緊急の
必要があるときは、この期間を短縮すること
ができる。

２ 監査役全員の同意があるときは、招集の手
続きを経ないで監査役会を開催することがで
きる。

（ 監査役会の議事録 ） （ 削 除 ）
第 34 条 監査役会における議事の経過の要領および

その結果ならびにその他法令に定める事項に
ついては、これを議事録に記載または記録
し、出席した監査役がこれに記名押印または
電子署名する。

（ 監査役会規程 ） （ 削 除 ）
第 35 条 監査役会に関する事項は、法令または本定

款のほか、監査役会において定める監査役会
規程による。
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現 行 定 款 変 更 案

（ 報 酬 ） （ 削 除 ）
第 36 条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によっ

て定める。

（ 監査役の責任免除 ） （ 削 除 ）
第 37 条 当会社は、会社法第426条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる監査役（監査
役であった者を含む。）の損害賠償責任を、
法令の限度において、取締役会の決議によっ
て免除することができる。

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定に
より、社外監査役との間に任務を怠ったこと
による損害賠償責任を限定する契約を締結す
ることができる。ただし、当該契約に基づく
責任の限度額は、法令に定める最低責任限度
額とする。

第 ６ 章 会計監査人の責任 第 ６ 章 会計監査人の責任

第 38 条 （ 条文省略 ） 第 34 条 （ 現行どおり ）

第 ７ 章 計 算 第 ７ 章 計 算

第 39 条～第 42 条 （ 条文省略 ） 第 35 条～第 38 条 （ 現行どおり ）

（ 新 設 ） 附 則

（ 新 設 ） （ 監査役の責任免除に関する経過措置 ）
当会社は、第67回定時株主総会において決議された定
款の一部変更の効力発生時以前の行為に関し、会社法
第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによ
る監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責
任を、法令の限度において、取締役会の決議によって
免除することができる。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

当社は、第１号議案「定款一部変更の件」が承認可決されますと、監査等委員会設置会社

へ移行するとともに、当該時点における取締役全員（４名）が任期満了となります。つきま

しては、経営体制の一層の強化を図るために１名増員し、取締役（監査等委員である取締役

を除く。）５名の選任をお願いするものであります。

本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、効力を生じるもの

といたします。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。
　
候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

１
伊　藤　研　二
い とう けん じ

(昭和25年１月26日生)
42,820株

昭和48年３月 当社入社
昭和56年６月 不二精器㈱入社
平成８年５月 同社取締役技術部長
平成14年４月 当社取締役新栃木工場長兼製造部長
平成16年４月 当社取締役執行役員不二精器事業部長兼新

栃木工場長
平成17年６月 当社常務取締役執行役員精密機器事業部長
平成18年４月 当社常務取締役執行役員営業本部長
平成21年６月 当社専務取締役執行役員管理本部長兼研究

開発部長
平成23年６月 当社代表取締役社長執行役員(現)
平成23年12月 FUJI LATEX SHANGHAI CO.,LTD.董事長(現)

２
岡　本　昌　大
おか もと まさ お

(昭和51年12月５日生)
1,366,500株

平成11年４月 オカモト㈱入社
平成14年４月 当社入社
平成18年10月 当社営業本部副本部長兼ＳＰ事業部長
平成19年６月 当社取締役執行役員営業本部副本部長兼Ｓ

Ｐ事業部長
平成21年６月 当社常務取締役執行役員営業本部長兼海外

事業部長
平成22年４月 当社常務取締役執行役員営業本部長兼ヘル

スケア事業部長
平成23年４月 当社常務取締役執行役員経営統轄本部長兼

医療機器事業部長兼研究開発部長
平成23年５月 不二ライフ㈱代表取締役(現)
平成23年６月 当社専務取締役執行役員経営統轄本部長兼

医療機器事業部長兼研究開発部長
平成24年４月 当社代表取締役専務執行役員経営統轄本部

長兼医療機器事業部長
平成26年４月 当社代表取締役専務執行役員経営統轄本部

長兼医療機器本部長兼研究開発部長(現)
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

３
畑　山　幹　男
はた やま みき お

(昭和30年10月１日生)
9,000株

昭和53年４月 ㈱協和銀行(現㈱りそな銀行)入行
平成14年９月 ㈱あさひ銀行(現㈱りそな銀行)新横浜支店

長
平成16年４月 ㈱りそな銀行新宿西口支店長
平成17年４月 当社入社管理本部財務部長
平成17年６月 当社執行役員管理本部財務部長
平成19年６月 当社取締役執行役員管理本部副本部長兼財

務部長兼内部統制推進室長
平成24年４月 当社常務取締役執行役員財務部長兼内部統

制推進室長兼基幹システム構築室長
平成24年６月 当社常務取締役執行役員財務部長兼総務部

長兼内部統制推進室長兼基幹システム構築
室長兼法務室長

平成26年４月 当社常務取締役執行役員経営統轄副本部長
兼管理本部長兼財務部長兼総務部長兼内部
統制推進室長兼基幹システム構築室長兼法
務室長(現)

４
渡　邉　正　徳
わた なべ まさ のり

(昭和28年１月５日生)
25,334株

昭和52年３月 当社入社
昭和56年６月 不二精器㈱入社
平成３年４月 同社沼和田工場長
平成７年４月 同社新栃木工場長
平成15年６月 当社不二精器事業部ＦＳ営業部長
平成18年４月 当社営業本部副本部長兼精密機器事業部長
平成18年６月 当社執行役員精密機器事業部長
平成23年６月 当社取締役執行役員精密機器事業部長
平成26年４月 当社取締役執行役員精密機器本部長兼海外

営業部長
平成27年４月 当社取締役執行役員経営統轄副本部長兼海

外営業部長(現)
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

５
※賀

が

　長
ちょう

　信　吉
しん きち

(昭和31年２月26日生)
1,247株

昭和62年８月 不二精器㈱入社
平成17年４月 当社新栃木工場技術部長
平成18年４月 当社新栃木副工場長兼製造部長兼技術部長
平成19年４月 当社新栃木工場長兼製造部長
平成20年４月 当社新栃木工場長兼製造部長兼技術部長
平成21年６月 当社執行役員新栃木工場長兼製造部長兼技

術部長
平成21年10月 当社執行役員新栃木工場長兼製造部長兼技

術部長兼品質保証室長
平成27年４月 当社執行役員精密機器本部長兼営業部長

(現)

(注) 1. ※は新任の取締役候補者であります。
　 2. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

3. 取締役候補者の所有する当社株式数は、平成27年３月31日現在の状況を記載しております。なお、
取締役候補者賀長信吉氏の所有する当社株式は、上記株式数とは別に、不二ラテックス従業員持株
会を通じての保有分が5,890株あります。本議案をご承認いただき、同氏が取締役に就任した場合に
は、不二ラテックス従業員持株会の規約に基づき、持分引出等の退会に際しての処理が行われます。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

当社は、第１号議案「定款一部変更の件」が承認可決されますと、監査等委員会設置会社

へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするもので

あります。なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、効力を生じるもの

といたします。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社の株式数

１
柏　村　明　克
かし むら あき よし

(昭和27年１月26日生)
11,000株

昭和49年３月 当社入社
平成14年６月 当社管理本部第一総務部長
平成16年６月 当社執行役員管理本部総務部長兼法務室長

兼秘書室長
平成17年４月 当社執行役員管理本部総務部長兼法務室長
平成17年６月 当社取締役執行役員管理本部総務部長兼法

務室長
平成18年４月 当社取締役執行役員管理本部副本部長兼総

務部長兼法務室長兼秘書室長
平成19年４月 当社取締役執行役員管理本部長兼人事部長

兼法務室長
平成21年４月 当社取締役執行役員総務部長兼法務室長
平成24年６月 当社常勤監査役(現)

２
深　沢　岳　久
ふか ざわ たか ひさ

(昭和44年６月７日生)
0株

平成９年４月 弁護士登録（菊地・玉木法律事務所入所）
平成11年４月 深澤法律事務所入所(現)
平成12年10月 当社監査役(現)

３
辻
つじ

　 新　六
しん ろく

(昭和23年１月18日生)
11,000株

昭和48年４月 神戸商科大学経済研究所助手
昭和59年10月 同助教授
平成６年４月 流通科学大学情報学部経営情報学科教授
平成15年６月 当社監査役(現)
平成20年３月 流通科学大学退官

(注) 1. 各監査等委員である取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 深沢岳久氏および辻新六氏は、社外取締役候補者であり、東京証券取引所が指定を義務付ける一般

株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員の候補者であります。
3. 社外取締役候補者とした理由について
(1) 社外取締役候補者の深沢岳久氏は、平成９年に弁護士登録され、弁護士としての企業法務の専門知

識と豊富な経験をもとに、コーポレートガバナンスの強化と業務執行等の適法性および妥当性につ
いて客観的、中立的に提言をしていただくことを目的として、社外取締役候補者とするものであり
ます。
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なお、同氏は、会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての
職務を適切に遂行できると判断いたしました。
また、当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって14年８ヶ月であります。

(2) 社外取締役候補者の辻新六氏は、30年以上に亘る経営学、経営情報学を中心とした専門知識の研究
と大学教授の経験をもとに、コーポレートガバナンスの強化と業務執行等の適法性および妥当性に
ついて客観的、中立的に提言をしていただくことを目的として、社外取締役候補者とするものであ
ります。
なお、同氏は、会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての
職務を適切に遂行できると判断いたしました。
また、当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって12年であります。

4. 社外取締役候補者との責任限定契約について
当社は、第１号議案「定款一部変更の件」ならびに候補者の深沢岳久氏および辻新六氏の選任が原
案どおり承認された場合、第１号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力の発生を条件
として、各氏との間で会社法第427条第１項に定める責任限定契約を締結する予定であります。当該
契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。
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第４号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件

当社の取締役の報酬額は、平成19年６月27日開催の第59回定時株主総会において年額３億

円以内とご承認いただき現在に至っておりますが、第１号議案「定款一部変更の件」が承認

可決されますと、当社は監査等委員会設置会社へ移行いたします。

つきましては、会社法第 361 条第 1 項および第 2 項の定めに従い、現在の取締役の報

酬枠を廃止し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額を、経済情勢等諸般の

事情も考慮して、年額３億円以内と定めることとさせていただきたいと存じます。

なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額には、使用人兼務取締役の使

用人分給与は含まないものといたしたいと存じます。

現在の取締役は４名でありますが、第１号議案「定款一部変更の件」および第２号議案

「取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件」が承認可決されますと、取締役

（監査等委員である取締役を除く。）は５名となる予定であります。

本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、効力を生じるもの

といたします。

　

第５号議案　監査等委員である取締役の報酬額設定の件

第１号議案「定款一部変更の件」が承認可決されますと、当社は監査等委員会設置会社へ

移行いたします。つきましては、会社法第 361 条第 1 項および第 2 項の定めに従い、監

査等委員である取締役の報酬額を、経済情勢等諸般の事情も考慮して、年額４千万円以内と

定めることとさせていただきたいと存じます。

第１号議案「定款一部変更の件」および第３号議案「監査等委員である取締役３名選任の

件」が承認可決されますと、監査等委員である取締役は３名となる予定であります。

本議案は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、効力を生じるもの

といたします。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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不二ラテックス株式会社

竹橋

皇 居

神

保

町
Ａ９

３ｂ

東京パーク
タワー

神保町三井ビルディング

学校法人
共立女子学園

税務署

如水会館

パレスサイドビル
（毎日新聞社）

丸紅 ＫＫＲ

小
学
館

学
士
会
館

興
和

一
ツ
橋
ビ
ル

至水道橋 至御茶ノ水

至九段下

至大手町

内堀通り

白
山
通
り

一ツ橋河岸 錦町河岸

首 都 高 速 道 路

定時株主総会会場ご案内図

会 場 東京都千代田区神田錦町三丁目19番地１

当社 ５階会議室

電話（03）3293－5681

最 寄 駅

○ 東 京 メ ト ロ 東 西 線 「竹 橋 駅」 ３ｂ出口より 徒歩約３分

○
都営地下鉄新宿線／三田線
東 京 メ ト ロ 半 蔵 門 線

「神保町駅」 Ａ９出口より 徒歩約５分

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月22日 15時54分 $FOLDER; 56ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）


